
22年国調 271,460 人

17年国調 273,487 人  

増減率 -0.7 ％

H27.1.1 269,594 人 第１次 面積 41.72 K㎡

H26.1.1 270,307 人 人口密度 6,508 人
増減率 -0.3 ％ 新産 ×

第２次 工特 ×

低開発 ×

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 産炭 ×

38,594,479 37.3 35,248,719 69.2 第３次 山振 ×

419,456 0.4 419,456 0.8 離島 ×     （千円）     （千円）

138,511 0.1 138,511 0.3 過疎 × 103,361,907 105,198,467

373,621 0.4 373,621 0.7 半島 × 102,736,052 102,407,384

196,750 0.2 196,750 0.4 首都 × 625,855 2,791,083
3,168,493 3.1 3,168,493 6.2 近畿 〇 607,751 665,722

- - - - 中部 × 18,104 2,125,361

- - - - 構成比 超過課税分 市町村圏 × △ 2,107,257 1,509,310

102,685 0.1 102,685 0.2 91.3 特定農山村 × 1,087,293 324,128

- - - - 91.3 財政再建 × 242,800 48,548

217,458 0.2 217,458 0.4 42.4 指数表選定 〇 880,000 - 
10,853,347 10.5 10,309,135 20.3 1.0 財源超過 × △ 1,657,164 1,881,986

10,309,135 10.0 10,309,135 20.3 33.2

544,212 0.5 - - 1.9

54,064,800 52.3 50,174,828 98.5 6.3

39,766 0.0 39,766 0.1 41.6

1,742,359 1.7 - - 40.9

1,250,393 1.2 500,017 1.0 0.7

548,124 0.5 10,088 0.0 6.6
21,258,382 20.6 - - - 

41,624 0.0 41,624 0.1 - 

6,517,195 6.3 - - - 

472,742 0.5 91,348 0.2 8.7 議員公務災害 × し尿処理 × H23.7.1

8,859 0.0 - - 8.7 非常勤公務災害 × ごみ処理 〇 H23.7.1

2,883,787 2.8 - - 0.1 退職手当 × 火葬場 〇 H23.7.1

2,791,083 2.7 - - - 事務機共同 × 常備消防 × H7.7.1

999,269 1.0 57,437 0.1 8.6 税務事務 × 小学校 × H7.7.1

10,743,524 10.4 - - - 老人福祉 × 中学校 × H7.7.1
- 0.0 - - - 伝染病 × その他 〇

4,873,924 4.7 - - - 
103,361,907 100.0 50,915,108 100.0 100.0

30,115,337 29,375,112

40,424,472 39,811,968

39,116,830 38,362,500

決算額 構成比 充当一般財源等 （Ａ）の充当一般財源等 54,299,889 54,379,535

16,231,543 15.8 14,986,929 537,657 0.73 0.73

10,488,473 10.2 9,684,600 7,025,117 0.0 3.9

32,312,437 31.5 9,027,433 21,981,456 93.8 92.8

9,299,333 9.0 9,214,034 7,408,255 14.1 13.3

元利償還金 9,282,091 9.0 9,196,792 163,281 実質赤字比率（％） - - 

一時借入金利子 17,242 0.0 17,242 141,821 連結実質赤字比率（％） - - 

57,843,313 56.3 33,228,396 313,971 実質公債費比率（％） 7.0 6.9

10,669,745 10.4 8,927,728 7,954,383 将来負担比率（％） 42.1 40.1

506,272 0.5 489,440 2,402,174 財調 6,419,345 6,212,052

5,556,354 5.4 5,030,612 7,651,113 減債 - - 

75,462 0.1 75,462 - 特定目的 3,678,605 5,504,257

14,767,076 14.4 13,242,840 9,214,034 89,340,386 86,883,662

1,265,428 1.2 1,125,000 - 40,951,901 39,725,154
881,469 0.9 384,037 - 物件等購入 503,200 - 

- - - 64,793,262 保証・補償 - - 

11,246,395 10.9 2,365,209 △ 888,809 その他 8,482,096 8,642,999

375,355 0.4 375,355 千円 △ 1,289,588 実質的なもの - - 

普通建設事業費 11,246,395 10.9 2,365,209 45,002 69,493 74,451

　うち補助 5,353,974 5.2 192,561 99.8 ％ % 77,574 - - 

　うち単独 5,799,676 5.7 2,150,103 合  計 99.0:97.3 99.0:97.1

災害復旧事業費 - - - 

失業対策事業費 - - - 

102,736,052 100.0 64,793,262 千円

保険給付費 292

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

※産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。

※住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成26年度の住民基本台帳人口については、平成27年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

特例市

平成２６年度

251

74

平成２５年度

職員数（人）

256

- 
1,687

1

定　数

1

副市区町村長 2

特別職等

市区町村長

                        歳  入  の  状  況

2,752,411

0.9

普通税

　法定普通税

64.8

21,428

- 
2,550,315

土地開発基金現在高

- 

102,736,052

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

109.4

100

90

歳　出　合　計

歳　入　一　般　財　源　等

55,687,578

   市  町  村  税  の  状  況

区　分

    （単位　千円・％）

地方債現在高

3,345,760

- 

法定外普通税

3,367,188

396,254

396,254

- 

- 

- 

- 

- 

- 

252,407

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

38,594,479合　計
- 

15,786,454

法定目的税

軽自動車税

- 

- 

3,367,188

鉱産税

14,919,415

経常収支比率経常経費充当一般財源等

　　　都市計画税

旧法による税

- 

26.7

法定外目的税
　　　水利地益税等

- 

　　　所得割

　　　法人均等割

　　　法人税割

　　　入湯税

　　　事業所税

固定資産税

　うち純固定資産税

特別土地保有税

目的税

　特別交付税

交通安全対策特別交付金

平成２６年度

決 算 状 況
1,181

（一般財源計）

人　口

住民基本
台帳人口

（単位　千円・％）

31.2

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地方債

地方特例交付金
地方交付税

軽油引取税交付金

国有提供交付金（特別区財調交付金）

　普通交付税

区　分

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

補助費等

都道府県支出金

財産収入

区　分

　うち減収補てん債特例分

　うち臨時財政対策債

寄附金

繰入金

  うち職員給

扶助費

物件費

維持補修費

内
訳

公債費

（義務的経費計）

歳 入 合 計

分担金・負担金

使用料

手数料
国庫支出金

繰越金

諸収入

歳出総額
収
 
支
 
状
 
況

歳入総額

396,254

歳入歳出差引
翌年度に繰越すべき財源　

指定団体等
の指定状況

区　分

市町村類型

27 2124

団体名都道府県名
産 業 構 造

区分 ２２年国調

1,004

0.9 1.0

32.1

１７年国調

33,485

市町村たばこ税

79,03672,718

67.8

　　市町村民税
　　　個人均等割

721,840

39,120

35,227,291

2,430,368

16,067,294

393,541

12,811,526

16,357,275

収入済額

35,227,291

実質単年度収支

- 

396,254
一
般
職
員
等

合　計
臨時職員

うち消防職員

1,613一般職員

積立金取崩し額

- 

区　分

- 

- 
一部事務組合加入の状況

　うち技能労務員

教育公務員

- 

(A)のうち普通建設事業費

教育長

議会議員

1

26

基準財政収入額

基準財政需要額

議会副議長

537,853 0.5

9,090

標準財政規模

一人当たり平均給料
(報酬)月額(百円)

適用開始年月日

平成26年度（単位千円） 平成25年度（単位千円）

7,000

6,100

標準税収入額等

積
立
金

現
在
高

区　分

8,178

6,500

7,238

財政力指数 

1

健
全
化
判
断

比
率

単年度収支

八尾市
1-6 地方交付税種地

実質収支

大阪府

2,709,284

積立金

繰上償還金

13,072,159 12.7

2,711,911

10.2

2.6 381,436

6,220,861

実質収支比率（％）

経常一般財源等比率（％）

9,303,748 9.1

842,104

686,400

284,924 公債費負担比率（％）

8.28,471,739

- 

- 

207,684

0.2 121,386

- 

9,299,333

10,456,821

0.2

- 

47,860,522

- 

16.2

16.1 衛生費

46.6

議会費

総務費

4.9

16.0 労働費

消防費

教育費

14.5

農林水産業費

商工費

現
年
：
計

徴
収
率
　
％

市町村民税
　現年分：計

100.0

諸支出金 - 0.0
前年度繰上充用金 - 

うち政府資金

加入世帯数(世帯）

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実質収支

被保険
者一人
当り

- 
- 

債

務

負

担

行

為

額

（

支

出

予

定

額
）

収益事業収入

65,419,117

98.9:97.4

99.0:96.9
純固定資産税
　現年分：計

保険税（料）収入額

国庫支出金
5,667,978

国民健康保険

- 

20.5

- 

その他

1,945,950

158,906

介護サービス 27,769

3,400,949

　うち人件費

投資的経費

　うち一部組合負担金

繰出金

72,297

11,443,975

- 
- 

災害復旧費

区　分 決算額(A)

歳 出 合 計

投資・出資金・貸付金
積立金

前年度繰上充用金

内
 
 
訳

経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計

経　常　収　支　比　率

- 

性  質  別  歳  出  の  状  況　　（単位 千円・％） 目  的  別  歳  出  の  状  況　　（単位　千円・％）

396,254 

人件費

構成比

17,242

32,917,881

8,083,871

489,440

9,027,427

8,971,039

8,953,797

下水道

9.1

民生費

土木費

- 

公債費

- 

0.6

198,819

615,463

0.1

99.0:96.8

11,246,395

16,871,932

再差引収支

被保険者数（人）上水道

合計

議会議長

98.9:97.0

5,670,380

病院

（減収補てん債（特例
分）及び臨時財政対策債
除く）

59.0

0.0


